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税の申告

　
正
し
い
申
告
・
納
税
を
！

年
末
調
整
の
手
続
き
を

　
　
　
　
　
　
お
忘
れ
な
く

　
会
社
員
な
ど
の
給
与
所
得
者
に

か
か
る
年
間
の
所
得
税
額
は
、
毎

月
源
泉
徴
収
さ
れ
た
一
年
間
分
の

所
得
税
額
と
は
必
ず
し
も
一
致
し

ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
、
年
間
の
給

与
総
額
が
確
定
す
る
年
末
に
、
勤

務
先
へ
「
給
与
所
得
者
の
扶
養
控

除
等
申
告
書
」
を
提
出
す
る
こ
と

で
、
そ
の
年
の
税
額
の
過
不
足
が

調
整
さ
れ
ま
す
。
こ
の
年
末
調
整

を
す
る
こ
と
で
、
給
与
所
得
者
は

確
定
申
告
を
す
る
必
要
が
な
く
な

り
ま
す
の
で
、
忘
れ
ず
に
年
末
調

整
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
は

平
成
31
年
１
月
末
日
ま
で
に

　
給
与
の
支
払
者
は
、
支
払
い
を

受
け
る
人
（
給
与
所
得
者
）
の
居

住
す
る
市
区
町
村
に
、
一
年
間
に

支
払
っ
た
給
与
等
の
明
細
【
給
与

支
払
報
告
書
】
を
提
出
す
る
義
務

が
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
給
与
支
払
報
告
書
は
、
住

民
税
の
課
税
や
、
諸
証
明
発
行
の

資
料
と
な
り
ま
す
の
で
、
全
て
の

受
給
者
（
専
従
者
・
退
職
者
・
ア

ル
バ
イ
ト
等
の
少
額
受
給
者
も
含

む
）
に
つ
い
て
作
成
し
、
必
ず
期

限
内
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

※
給
与
支
払
報
告
書
の
用
紙
は
税

務
収
納
課
で
も
配
布
し
て
い
ま

す
。

■
提
出
期
限

　
平
成
31
年
１
月
31
日
（
木
）

■
提
出
先

　
給
与
所
得
者
が
平
成
31
年
１
月

１
日
現
在
に
居
住
す
る
市
区
町
村

「
個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収
」
と

は
、
事
業
主
の
皆
さ
ん
が
国
税
の

所
得
税
と
同
様
に
特
別
徴
収
義
務

者
と
し
て
、
個
人
住
民
税
を
従
業

員
に
支
払
う
給
与
か
ら
毎
月
徴
収

し
、
そ
の
従
業
員
に
代
わ
っ
て
従

業
員
の
住
所
地
の
市
区
町
村
に
納

入
い
た
だ
く
制
度
で
す
。

※
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　
平
成
31
年
度
（
30
年
分
）
に
総

括
表
ま
た
は
給
与
支
払
報
告
書
の

適
要
欄
に
次
の
普
Ａ
～
普
Ｆ
の
理

由
が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
従
業
員

に
つ
い
て
は
、
特
別
徴
収
と
な
り

ま
す
。

普
Ａ　
総
受
給
者
が
２
名
以
下

普
Ｂ　
乙
欄
該
当
者

普
Ｃ　
給
与
支
払
金
額
が
少
額

普
Ｄ　
給
与
の
支
払
が
不
定
期

普
Ｅ　
青
色
専
従
者

普
Ｆ　
退
職
者
・
退
職
予
定
者

■
問
い
合
わ
せ

　
税
務
収
納
課
市
民
税
担
当

（
内
線
１
５
３
～
１
５
５
）

▼
税
の
申
告
準
備
は
お
早
め
に

▼
償
却
資
産
の
申
告
が
必
要
で
す

■
償
却
資
産
と
は

　
償
却
資
産
と
は
、
会
社
や
個
人

で
事
業
を
し
て
い
る
方
が
、
事
業

の
た
め
に
用
い
る
機
械
・
器
具
・

備
品
等
の
有
形
資
産
の
こ
と
を
い

い
、
土
地
や
家
屋
と
同
じ
よ
う
に

固
定
資
産
税
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

※
資
産
の
増
減
に
か
か
わ
ら
ず
、

　
必
ず
申
告
が
必
要
で
す
。

■
対
象
と
な
る
資
産

　
平
成
31
年
１
月
１
日
現
在
に
所

有
し
て
い
る
償
却
資
産

◇
構
築
物（
広
告
塔・舗
装
路
面・

水
槽
・
煙
突
な
ど
）

◇
機
械
お
よ
び
装
置
（
製
造
設
備

等
）

◇
車
両
お
よ
び
運
搬
具
（
フ
ォ
ー

ク
リ
フ
ト
な
ど
）

※
自
動
車
税
、
軽
自
動
車
税
の
課

税
対
象
は
除
く

◇
工
具
・
器
具
・
備
品
（
事
務
機

器
・
各
種
工
具
な
ど
）

■
太
陽
光
発
電
設
備
も
償
却
資
産

　
の
対
象
で
す

　
会
社
や
個
人
事
業
主
の
方
が
事

業
の
た
め
に
設
置
し
た
場
合
は
、

発
電
容
量
や
全
量
売
電
・
余
剰
売

電
に
か
か
わ
ら
ず
、
償
却
資
産
の

申
告
が
必
要
で
す
。

　
ま
た
、
個
人
の
方
で
も
、
10
キ

ロ
ワ
ッ
ト
以
上
の
全
量
売
電
の
も

の
は
、
事
業
用
の
資
産
と
な
り
、

償
却
資
産
の
対
象
と
な
り
ま
す
の

で
申
告
が
必
要
で
す
。
た
だ
し
、

10
キ
ロ
ワ
ッ
ト
未
満
の
太
陽
光
発

電
や
余
剰
売
電
の
も
の
は
償
却
資

産
の
申
告
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

■
申
告
期
限

　
平
成
31
年
１
月
31
日
（
木
）

■
申
告
先
・
問
い
合
わ
せ

　
税
務
収
納
課
資
産
税
担
当

（
内
線
１
５
６
～
１
５
８
）

　
自
宅
の
屋
根
な
ど
に
太
陽
光
発

電
設
備
を
設
置
し
、
発
電
し
た
電

力
を
売
っ
た
場
合
、
そ
の
収
入
は

所
得
税
の
確
定
申
告
ま
た
は
住
民

税
の
申
告
を
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　
平
成
30
年
１
～
12
月
の
売
電
収

入
の
合
計
か
ら
必
要
経
費
を
引
い

て
20
万
円
を
超
え
た
場
合
は
所
得

税
の
確
定
申
告
、
20
万
円
以
下
の

場
合
は
住
民
税
の
申
告
を
し
て
く

だ
さ
い
。

　
申
告
の
際
に
は
、
太
陽
光
発
電

設
備
を
設
置
し
た
と
き
の
費
用
、

毎
月
の
売
電
収
入
の
明
細
、
年
間

総
発
電
量
、
年
間
総
売
電
量
等
の

数
値
が
必
要
で
す
。
申
告
に
備
え

て
整
理
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

■
問
い
合
わ
せ

　
税
務
収
納
課
市
民
税
担
当

（
内
線
１
５
３
～
１
５
５
）

事
業
主（
給
与
支
払
者
）の
方
へ

山
梨
県
全
域
で
特
別
徴
収
を

厳
格
化
し
て
い
ま
す
！

太
陽
光
発
電
の
売
電
収
入
は

申
告
が
必
要
で
す
！

ま
も
な
く
税
の
申
告
時
期
で
す


